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将来像

　２．施策の目標

　10年後の目標

　10年後の目標に向かっての主な取組み

　市の取組み

　市民・団体・事業所等の取組み

 　３．施策を取り巻く状況

　社会環境や法令等の変化 

　新たな市民ニーズ

　４．施策にかかるコスト

正職員数

嘱託員数

直接人件費

間接人件費

直接事業費

間接事業費

フルコスト

使用料及び手数料

国庫支出金

府支出金

市債

その他

 　備考

施策評価シート（令和元年度実績）
  施策名 ９　安心できる地域医療体制を構築する

　医療技術の高度化に対応した質の高い急性期医療に加え、急性期治療後も高齢者が安心して医療を受けたいというニーズが高
まっている。

　市立貝塚病院を中心として、地域の医療機関の連携が確保され、救急医療を含め市民が安心して医療を受けることができる地域
医療体制が構築されています。

第5次総合計画

主管課

　１．施策の体系と担当課

関係課

２　誰もが地域で健やかに　ともに支え合うまち

健康子ども部　健康推進課

○安易に救急外来を受診することがないよう、適正な医療機関の受診を心がけます。
○地域医療機関は、市立貝塚病院などと連携した医療提供に取り組みます。

○市立貝塚病院における医師、看護師等の医療従事者の確保に努め、内科系二次救急の再開をめざします。また、外科系二次救急
については、今後も民間病院との連携を進めます。
○市立貝塚病院の強みを生かし、がん診療における医療機能の充実に取り組みます。
○市立貝塚病院と地域医療機関との連携強化を進め、市民が安心できる地域医療体制の構築に取り組みます。
○市民公開講座や乳がん自己検診出張出前講座など、市民に開かれた啓発活動の充実を図ります。
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　高齢化が進行する中、地域包括ケアシステムの構築が求められており、市立貝塚病院においてもこれに向けた役割を担う必要が
ある。このような状況で、地域の中核病院である当院と地域医療機関の連携の強化が、今後の医療を取り巻く社会状況において、
これまで以上に重要となる。
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　５.施策の成果指標

成果指標1

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

成果指標2

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

成果指標3

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

　６．施策を構成する事務事業ごとの評価結果（令和元年度実績）

 　７．施策の事後評価

　８．今後の方向性

最重要指標 所　　見人　件　費

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

事　業　費

方向性

令和元年度 令和2年度

50.8

40

令和2年度

33.8

％ 増加 50 50

4037.3

令和元年度

平成30年度

事務事業名

令和3年度

救急搬送患者の市内搬送割合

45 47.5

令和3年度

市立貝塚病院　紹介率

平成30年度
％ 毎年度 40 増加

毎年度

成果

資源
配分

Ａ：向上を図
る

Ｂ：現状維持

救急医療事業

(健推)

R元実績 14,154

最終目標値に
対する達成率

-
2,301

泉州北部小児初期救急広域
センター・泉州広域母子医
療センター・休日急患診療
所受診者数

61,472 54,211 38,856 53,037

01,392

　ひとつの医療機関があらゆる医療機能を揃えることは難しく、病々連携・病診連携をより強固なものとし、地域医療を点ではな
く面で支えていく事が必要である。また、急性期治療を終えた患者さんで、在宅復帰に向けた医療や支援を行う地域包括ケア病棟
を開設することにより、地域包括ケアシステム構築に貢献していく。

施策指標の分析（達成状況） 　おおむね達成。また、市立貝塚病院における紹介件数は増加している。

1,301

構成事務事業に課題はないか 　妥当である。

実施主体（国・府や地域・事業所
などとの役割分担）に課題はない
か

　妥当である。

　広域行政で運営している救
急医療・小児救急・母子医療
については、市民の安心安
全に大いに寄与していると考
えているため、引き続き、現
行の枠組みで実施していく必
要がある。

人


